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１-２ 社会資本整備審議会 道路分科会 第１８回事業評価部会 議事概要

◇ 開催概要

日 時 ： 平成３１年３月１４日（木） １０：００～１２：２０
議 題 ： 有料道路事業を活用した道路整備について

◇ 審議対象

① 平成31年度 有料道路事業の整備計画の変更について
新名神高速道路（亀山西ＪＣＴ～大津ＪＣＴ）の６車線化
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■ 再評価実施要領等について
国土交通省所管公共事業の再評価実施要項（平成30年3月30日施行）抜粋

高速自動車国道の暫定区間の車線数の増加に係る事業の再評価の実施
実施要領第４の１（５）に定められた「高速自動車国道の暫定区間の車線数の増加に係る事
業」とは、高速自動車国道と密接に関連し、暫定区間の車線数の増加を行うその他の道路を
含む区間とする。
この場合、地方公共団体に意見を聴いた上で、当該事業区間の整備計画の変更等をもって、
当該事業の全区間で再評価手続きが行われたものと位置づけるものとする。
また、当該規定に基づいて審議が行われた場合には、その結果を事業評価監視委員会に報告
するものとする。

高速自動車国道の暫定区間の車線数の増加に係る事業については、本省等の学識経験者等か
ら構成される委員会等での審議を経て、整備計画の変更を行った場合には、再評価の手続き
が行われたものとして位置付けるものとする。

（５）
第４の１再評価の実施手続き

道路事業・街路事業に係る再評価実施要領細目（平成30年3月21日施行）抜粋
第３の２

このことから『国土交通省所管公共事業の再評価実施要領』および『道路事業・街路事業
に係る再評価実施要領細目』の規定に基づき、当該事業の再評価手続きが行われたものと位
置付けられることから、この結果について事業評価監視委員会に報告を行う。

２．部会審議結果

『事務局より、有料道路事業の実施主体および整備計画の変更について説明し、「有料道路
事業の事業主体および整備計画の変更については妥当である」とのご意見をいただいた。』

２．部会審議結果


